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上回曜子

1960年代以降1 とりわけ70年代に入ってからの韓国・台湾の経済成長は目覚ましし

香港・シンガポールとともにアジア NICsと呼ばれるに到ったロ本書は，主にこの韓国と

台湾の工業化の経験に照らして，その理論的枠組みを構築しようという試みである。著

者は， 1970年代末より，韓国・台湾の動向に着目 L 両国の工業化論を中心に業績を残

してこられた経済学者である。韓国・台湾「追い上げ論」に疑問を表明する一方で，両国

の成長をアジアにおける「成長核」の出現己あるとと bぇ，日本とアジア中進国聞の「水

平分業圏Jの形成を主張する立場は，一貫している。著者は，経済発展。っ過程を，伝統

部門(農業部門〕中心の経済の中に近代部門〈工業部門〕が創成され，後者が前者の余剰

労働力を吸収しながb一国経済に占める比重を増大させてゆくプロセスであると認識し

ており，それは本書の方法論にもつながっていく。本書において，著者は，韓国・台湾

の工業化を説明する理論と Lて二重経済発展モテFルを採用し，モデルの適合性について

実証分析を行っている。ただし， ここで議論の対象となっているのは，ルイスが構想し

た三重経済発展モデルというよりは，その後継者であるフェイおよびラニスが精級化し

たモデルである。また，両国の士業化り軌跡が他りアジア諸国に対しても有用であると

の観点から，東南アジア地域で進行中白工業化についても問題点が呈示される。

評者は，東南アジア地域の工業什4 合研究テーマに選定している関係上，本書の韓国・

台湾白工業化論に接点を求めつつ，書評を行いたいと思う。

本書の構成は次の通 bである。

1 人口動態と古典派的定常均衡

2 三重経済の発展

3 伝統社会の変容と相JIIl

4 工楽化と労働移動
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5 工業化戦略

6 発展の国際的波及

以下，若干のコメントを加えながら，各章の内容を紹介してゆきたい。

まず第 l茸では「稀少な土地と過剰な人ロによって特徴づ吋られるアジア諸国におい

ては，そ白経済を古典派的定常均衡の『奈落』におとしめるような語力が，社会の深部

に根強く潜在しているという認識」臼めに基づき，人口動態と経済発展の連関を考察

する。各国の入門動態の歴史的趨勢に触れた後，アジア NICsが人口転換白金過程(高

出生率・高死亡率から高出生率・低死亡率を主主て低出生率・低死亡率への移行〕を終了

しつつあることが確認される。他方，東南アジアでは人口転換の進行は遅れており，南

アジアでは未だ古典派モデルで説明古れる低水準均衡の畏に陥り易い状況にあるという。

全般に人口過剰，従って労働過剰経済であるアシアにおいて，古典派の描く民から技け

出すことに成功したりがアジア NICsである， という認識にワながる。

しかし，南アジア・卑南アジア白人口増加率が高水準である原因を，低開発I~帰する

だけては不十分であろう。著者も触れておられるように ω3)，東南アジアは，そもそ

も人口希薄な地域であった。東南アジアに高人口増加率をもたらした一つの要因は， 19 

世紀以降り植民地勢力。介入により，ほとんど人の住むことのなかった熱帯降雨林やデ

ルタの空間が開拓され1 農業生産が飛躍的に上昇したという点に求められる。ジャワに

おいては，ヨーロッバ市場向け商品作物の強制的な栽培が行われ農民に苛酷な労働が課

せられたと伝えられる19世紀に，人口は増大を開始する。「人口過剰の最貧開発途上国J

(p. 5めである南アジアについても，同様な視点から再考の余地があると思われる。ま

た東南アジアに布いては，中国人・イン V人移民が人口比率に占める割合は大きく，移

民の問題も看過できないであろう。

E 

第 2章では，韓国・台湾D士業化の経験が整合1的に説明可能なモデルとして三重経済

発展そデルが詳細に検討される。

労働過剰経済と想定されるアジア諸国が古典派の定常均衡の民から脱するためには，

低生産性農業〈伝統部門〉中心から，高生産性が期待きれる士業部門〔近代部門〕中心

へと経済構造を転換させていく必要がある， というのが強調される論点である。近代部
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門拡大の過躍は，伝統部門が近代部門に余剰労働力を供給する段階を終えて，近代部門

の賃金が上昇を開始する転換点を迎える。転換点を過ぎると，経済は労働過剰経済かb

労働不足経済に移行する。士業部門は. I豊寓な低賃金労働力に依拠した生産の量的拡

大ではな<.労働節約的な技術進歩を通じて生産性を高めJ(p. 63)てゆ〈ことになる。

台湾の転換点が196C年代後半期，斡同が1970年代初期という計測結果 (p.74)は，研究

者にとってひとつの目安となり得る。

続けて，二重経済発展モデルで説明される近代部門の拡大が，伝統部門の生産性上昇

にも貢献することが論じられる。まず，エ業化の進展が，農業投入財(肥料，農薬，農

業機械，擢i匝・排水設備等〕を労働力と比較して「相対的に安価に供給する基盤をつく

り出すJ(p. 82)。農業部門において，労働力と比べて相対的に安価となった農業投入財

が集約的に用いられるようになり，労働JJから農業投入財への要素代替が進む。土地が

人口に比して不足している経済では，土地から農業投入財への要素代替も行われるであ

ろう。その結果?農業労働生産性・土地生産性が卜昇する。日本はこの経路で農業が発

展した固であり，韓国の農業についても同様な結果が得られる。

ところが， フィりピン・インドネシアでは，士業イヒの進展と上下設すると，農業の労働

生産性上昇は緩慢である。ここに，著者は，東南アジア地域における工業化政策の問題

点を指摘する。東南アジアでは，工業部門の雇用吸収力が小さくかっ農業部門の労働力

増加率が高いG そのため，農業部門で労働力から農業投入財への安索代替が進まず，労

働生産性もわずかな上昇にとどまった， と分析される。

第 3章では，東南アジアの工業化が雇用吸収力が弱いという問題点を農村の「土地な

L層」農民の増大之関連きザて議論が進められる。フィリピンとジャワり数値を示し

て』人口土地比率上昇の事例を解説L 耕地の細分fじから「土地なし層」農民が発生し

ているとする。 I土地な ν屑」は農業部門の賃金労働者となって労働市場に供給過剰を

引き起ζ l...賃金を低下させる。工業部門でもその余剰労働力を吸収しきれないので，

最貧農民が農村部に堆積してしまうというのが著者の説明するメカニズムである。これ

は，工業化の波及効果を受けて農業の近代化にも成功した前述の日本・韓国のケースと

好対j絹をなす。加えて. I縁由革命」と呼ばれる米高収量種子町導入も，雇用労働力に

対する需要を増大きせたが. I土地なし層」の増加がそれを上回ったため，余剰労働力

を吸収しきれなか勺た E説明する。
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次に，ギアツ中スコットの議論を紹介しつつ，東南アジアには，元来，人口増加を吸

収して共同体を維持する機能が倒トていたとしヴ論点に移る。 I土地なし層」の増大

は，この伝統的な共同体慣行を崩壊しつつあり，余剰労働力は農村内部からも排除され

るようになってしまったという。従って，現代東南アジアが抱える深刻な問題は，工業

化が進んでも工業部門の雇用機会が拡大せf，農村で抱えきれなぐなった余剰場働力を

吸収できない， という点に絞られる。

E 

続いて第4章では， I二重経済発展モデルを前提にすると，一国の経済発展にとって

の肝要の課題が，近代部門の雇用吸収力をいかに高めるかにあるJ(p， 139)という論点

が検討される。二重経済発展モテノレの論埋に従えば，転換点への到達が経済構造変化目

契機となる。転換点により早く達するには，近代部門が労働集約的技術を使用して，雇

用奴収力を拡大してゆくことが第一に必要な条件であるU ところが，現代の開発途上国

は， 近代部門に先進匡から労働節約的な技術を導入しがちである。加えて， 人口と労

働力の増加率が高い。従って， I労働力増加率を可能な限り低く抑えJ(p， 143)，工業

部門に労働使用酌な技術を取り入れて工業化を進める政策が提唱される。実証分析によ

<)，韓国・台湾がこの政策に沿って工業化に成功した固であることが明らかにされる。

両国は，農業部Fうから流出する労働力の大半を，工業部門が「豊富な雇用機会と高い賃

金によってJ(p. 154)取り込むことに成功した。これとは対照的に，フィりピン・イン

ドネシア等旧東南アジア諸国では，労働節約的な技術が工業部門に導入されたのが主固

となヮて，工業部門の「雇用機会は小さししたがって賃金はほとんど上昇しない」匂

154)。農業部門からの流出常働力は，都市のインプ方 マル=サービス部門に集中する

という結果に陥ってしまった。

こc都市インフォーマル部門の存在は，二重経済発展モデノレの論理では説明できな

い。それを可能にするモテルとして著者が着目するのが， トダロの労働移動モデルであ

る。都市インフ才ーマル部門が低生産性・低賃金・不完全就業を特徴としているにもか

かわらず，岡部門へ農村人口が流入してくるのは，都市の期待所得が高いからであると

いうトダロ・モデルについ亡，著者は現実への適用性はかなり高いとL寸評価を与えて

いる。さらに著者は，アジアの都市で由インフぇーマル部門臨張を説明可能な労働移動

毛テソレを構築し， それを三重経済発展モデルにとめ込もうとい弓構想を持っておられ
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る。

IV 

5章では，経済発展の最重要課題とされる工業化を促進するためD政策が論じられる。

現代の開発途上国の工業化を考察する際に忘れてはならない前提条件ほ，開発途上回が

欧米諸国の植民地であったということである。植民地とは「植民地本国が需要する特定

の食糧・工業原材料を供給すべし植民地本国の資本と技術をもって開発された地域で

ありム その経済は「植民地本国による一次産品需要があってはじめて存立しうる非自

立的経済J(p. 17のであると定義される。この初期条件の下で，開発途上国は工業化を

始めなければならなかったと著者は考えておられる。

しかし評者は，植民地化D トで振興苫れた一次産品輸出が園内経済に与えたプラスり

波及効果は小さく，工業化は先進国かもり技術と資本0投入なしには実現できなかった

とし寸議論を導くような初期条件の設定には抵抗を覚える Q 東南ア 3アを例にとれば，

西洋植民地勢力の介入により，そD経済構造が変化1..，国内資本の形成・技術移転等，

戦後の工業化の前提条件が準備されたという見解は再考に値するであろう。タイ白場合

は，西洋列強の植民地となった周辺諸国に米を供給することにより開発が進み，米輸出

の増大につれ，米関連産業がパンコクを中心に構築された。精米業自発達は，米輸出が

誘発した「前方連関効果」である。米関連産業の担い手は華僑とヨーロッパ人であった

が，そ乙で蓄積された資本は，華僑を通じて工業資本や銀行資本に転化してゆく。同様

にィレーンアの華僑が錫採掘業やゴム加工業で蓄積した資本，フィリピンが砂糖業で替

えた資本は，戦後，工業資本に変わっていく白ではないだろうか。

ところで，多くの開発途上国が士業化の政策として採用したのは.輸入代替工業化と

いう「保護主義的な試みJ(p. 176)であった。これは「高関税障壁，数量j統制などの輸

入制限政策を用いて輸入商品を規制1..，その結果生まれた国内市場に向けて，国内企業

による生産を次つぎと開始きせながら，輸入を園内生産によって代替していくという方

法J(p. 176)である。迂回生産過程白川上(原料・素材部門〉に行〈程，規模の経済が

働く白で，園内市場規模が小さい開発途上国にとっては不利である。従って，輸入代替

は，まず最終則から始まった。つまり，投入財〈素材・中間製品・資本財〕を輸入し

て，それを「最終製品に組立・加工1..，園内市場に供給するJ(p.177)ことから開始さ

れた。やがて，との最終財が輸出されるようになり，それが投入財の園内生産者ヲ誘発す
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る (r後方連関効果J)。

著者は，輸入代替士業化の問題点を三点にまとめ，輸入代替工業化が輸出志向工業化

に転向した背景を次りように分析する。第ーに，開発途上国の園内市場規模は小さいの

で「輸入代替機会は早晩澗褐せざるをJ(p. 189)えなかヮた。第二に，投入財の輸入促

進，為替レード白過大評価に上って貿易収支赤字が拡大したQ また輸入代替工業化ほ

「一次産品の輸出潜在力を奪う方向に作用J(p 190)した。第三に輸入をf制限する保護

政策(輸入数量統制・保護関税〕により，先進国の商品が開発途上国の市場から排除さ

れ，先進国の企業は途上国の輸入代替工業部門に直接投資を行うようになった。その結

果，途上国の要素賦存に非適合的な資本集約的技術が導入され，輸入代替工業化の雇用

吸収力は弱くなってしまった。このような状況に直面L.アジア諸国は. r輸入代替工

業化政策D転換を迫られることになったJ(p. 195)，その中で， 1960年代中期に輸出志

向工業化へと政策を変え，着実に工業化を進めていったりが韓国と台湾である。東南ア

ジア諸国は，両国の「成果に鑑みてJ(p. 195)， 1970年代に輸出志向へと転身を図った

と分析される。

輸出志向工業化の理論化は将来の課題として残されているが，その内容は，著者の整

理によって以下のようにまとめられる。まず第一に，輸出志向工業化は，保護政策の撤

廃であった。市場を自由化することにより r開発途上国D要素賦存条件巳見合う生産

方法を促進し，このことによって貿易上の比較優位を確保Lょうという目論見であっ

たJ(p. 197)。保護主義を魔し自由化を行うと， 被保護産業からの抵抗は避けられな

いので，自由化を施行できるだけの「強い政府J(p. 198) が必要となる。韓国・台湾

は，この「強い政府」を擁した国家であった。輸出志向工業化D第三の内容は，輸出促

進政策〔輸出産業に対する直接突付金の突付や税の軽減・魚除等〕がとられたことであ

る。こり輸出志向工業化について著者自評価は高い。というのは， NICsにおいては，

その要素賦存条件に適合した労働集約的な財の輸出が中心となって，工業部門の雇用吸

収力が高まったからである。さらに，最終対輸出D増大が，園内の機械・金属・化学部

門に「後方連関効果」を誘発L 重化学工業化を進めたからである。

ところで，著者は，輸入代替工業化から輸出志向工業化への政策変換を「市場の自由

化」と考えておられるが，これは不適切な用語法ではないだろヲか。何故ならば，輸出

志向政策を採用した際に，政府は保護主義的な輸入制限を撤廃したが，上述のように新
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たに輸出産業に対する保護政策を施行しているからである。これは「市場自由化」とは

言い難い。加えて，自由貿易王義が政府の貿易への介入を批判する立場であることを考

慮すれば. i強い政府」が実施した輸出志向政策を自由化と呼ぶことはできないである

い

フ。

V 

第 E章は，インダストリアリズムの国際的波及についてであるn 著者は，カージエン

クロンの「周辺国は中心因。発展がっくり出した『後発性利益』を享受しつつ，そり工

業化を開始することができたJ(p. 205)という考え方を踏襲する。 アジア NIC，は，

日本等の先進国から多大なる「後発性fU益」を受得したのである。なかでも韓国と台湾

は，日本田実績より速く成長を遂げ.i圧縮J(p 210) された士業化を経験したことを

豊富なデータを用いて検証する。 i後発性利益j とは，まず第一に，先進国からの資本

設備U輸入を通じτ資本形成が進んだと同時に先進払術が導入されたζ と立ある。第二

に，外資導入〈援助・借款・民間直接投資〉により，資本形成が短期間の内になされた

ことである。とりわけ，外国民間企業の直接投資は，先進技術中企業経営能力全体が途

上国に移入されるという利点をもっていた。アジア NIC，.ASEAN諸国が先進国からイ

ンダストリアりズムの波及を受けて発展してきたことを考えると，開発途上国の工業化

にとっての重要な政策方針は「自由な貿易白システムを堅持し，資本移動と技術穆転。

自由を保障することJ(p. 235)になる。

VI 

阜後に，評者の読後感を述べたし、と思う。

まず，従来の開発経済学の理論化が主に先進国の経験に基づいて進められてきた経過

を考えれば，著者自韓国・台湾の工業化の実績を理論化しようという試みは高〈評価さ

れるべきであろう。また，地域研究とは実証研究と理論構築との厳しい緊張関係を伴う

作業である。著者は両者白バランスをとって研究を遂行しておられるように見受けbれ

る。拙稿では十分紹介できなかったが，膨大な実証分析の積み重ねが，理論を検証する

ために行われている。

ただし，実証分析で評者に不満が残るのは，著者のこれまでの研究経歴において歴史

的視点からD分析が弱いという点である。韓国・台湾の工業化の成功は，輸入代替工業

化政策が開始される以前から前提条件が準備され可能となったのではないだろうか。日
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本の植民地支配が両国に与えた経済的影響が，戦後の工業化政策といかに連関している

のかについて著者自見解を承りたいと思う。

もう一点， 東南γ ジア心地域研究主行っている評者が疑問に思うのは，韓国・台湾

の工業化成功の経験がj 東南アジア地域に適用可能である四かという ζ とである。著者

は，アジア地域を，工業化が最も進んでいるアジア NICs，次いで ASEAN，遅れてい

る南アジアというように大別されている。東南アジアが採るべき政策は重経済発

展モデルで説明される韓国・台湾の経験から引き出される。日本がアジアの中でそデル

となってきたように斡国・台湾の工業化が他のアジア諸国に つのモデルを提供する可

能性は否めない。しかし，東南アジアで進行中の工業化で両国と異なる点は，工業化が

首都圏を中心に進んでいるということである。タイ国で央型的にみられる首都圏主導型

の工莱化が，韓国・台湾がみせたような実績を達リ成できるUかについて，評者は栄観的

に考えてはいない。加えて，アジア諸国の発展戦略は，工業化以外にはあり得ないりだ

ろうか。

広大なテーマではあるが，この聞いかけとともに，著者の研究が多様性を秘めたアジ

ア地域の経済発展の理論化に向けて躍進することを期待して書評由締め括りとしたい。


